
 

【表紙】  

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2026年7月3日

【事業年度】 第30期（自　2024年11月1日　至　2025年10月31日）

【会社名】 株式会社クシム

【英訳名】 Kushim, Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役CEO　　田　原　弘　貴

【本店の所在の場所】 東京都港区南青山二丁目12番１号

【電話番号】 03-6427-7380(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役CFO　　　　竹　中　大　介

【最寄りの連絡場所】 東京都港区南青山二丁目12番１号

【電話番号】 03-6427-7380(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役CFO　　　　竹　中　大　介

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

  
 
 

EDINET提出書類

株式会社ＨＯＤＬ１(E05320)

訂正有価証券報告書

1/3



１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

2026年1月30日に提出いたしました第30期(自　2024年11月１日　至　2025年10月31日)有価証券報告書の記載事項の

一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

① 第一部 企業情報　第4 提出会社の状況　4 コーポレート・ガバナンスの状況等　(5) 株式の保有状況

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

④　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

　　該当事項はありません。

⑤　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

　　該当事項はありません。

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

（訂正前）

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証

の内容

当社は、顧客や取引先等の上場株式を保有することにより、当社グループの成長戦略に則った業務関係の維

持・強化に繋がり、当社グループ及び政策保有先の中長期的な企業価値の向上に資すると判断した場合におい

て、政策保有株式を保有しております。なお、当該保有銘柄に関して保有する意義又は合理性が認められなく

なったときは、市場への影響やその他考慮すべき事情にも配慮しつつ売却を検討することを基本的な方針とし

ております。また、定期的に保有企業の財政状態、経営成績及び株価、配当等の状況を確認し、政策保有の継

続の可否について検討を行い、取締役会において保有の是非を決定しております。
 

 
ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(千円)

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 1 132,502
 

 
（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る
取得価額の合計額（千

円）
株式数の増加の理由

非上場株式 － － ―

非上場株式以外の株式 － － ―
 

 
（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る
売却価額の合計額
（千円）

非上場株式 6 3,216

非上場株式以外の株式 3 832,054
 

（注）株式数が増加及び減少した銘柄には、株式の併合、株式の分割、株式移転、株式交換、合併等による変

動を含みません。

 
みなし保有株式

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ＨＯＤＬ１(E05320)

訂正有価証券報告書

2/3



③　保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。

 
（訂正後）

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証

の内容

当社は、顧客や取引先等の上場株式を保有することにより、当社グループの成長戦略に則った業務関係の維

持・強化に繋がり、当社グループ及び政策保有先の中長期的な企業価値の向上に資すると判断した場合におい

て、政策保有株式を保有しております。なお、当該保有銘柄に関して保有する意義又は合理性が認められなく

なったときは、市場への影響やその他考慮すべき事情にも配慮しつつ売却を検討することを基本的な方針とし

ております。また、定期的に保有企業の財政状態、経営成績及び株価、配当等の状況を確認し、政策保有の継

続の可否について検討を行い、取締役会において保有の是非を決定しております。
 

 
ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(千円)

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －
 

 
（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る
取得価額の合計額（千

円）
株式数の増加の理由

非上場株式 － － ―

非上場株式以外の株式 － － ―
 

 
（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る
売却価額の合計額
（千円）

非上場株式 6 3,216

非上場株式以外の株式 3 832,054
 

（注）株式数が増加及び減少した銘柄には、株式の併合、株式の分割、株式移転、株式交換、合併等による変

動を含みません。

 
みなし保有株式

該当事項はありません。

 
③　保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。

 
④　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

　　該当事項はありません。

 
⑤　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

　　該当事項はありません。
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